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事 業 報 告
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Ⅰ　企業集団の現況に関する事項
　1. 事業の経過及び成果

当連結会計年度における内外の経済情勢を概観いたしますと、わが国経済は、

前政権下で始まった家電製品を対象としたエコポイント制度、環境配慮型自動車

購入補助制度などの、政策効果で個人の耐久消費財への支出が、想像以上に大き

く貢献いたしました。また、好調なアジア経済の恩恵を受けて輸出が増加して、

景気は、金融危機後の最悪期を脱して、明るい兆しが見られる状況になってまい

りました。しかしながら、企業収益の面では、厳しい状況が続き、雇用過剰感は

依然として強く雇用の拡大や賃金上昇は期待できない状況にありました。

米国経済は、大型経済刺激策や大企業に対する公的資金の注入等を実施して

2008年の金融危機から始まった景気後退が終わって、回復基調にありましたが、

雇用環境の脆弱さから個人消費に力強さが欠けて、これまでの景気回復力よりも

緩やかになっております。ユーロ圏経済は、多くの国で自動車の買替え支援策な

どの政策効果は現れておりますが、金融機関の貸出が依然として厳格化したまま

の状況が続き、雇用も深刻化しております。一方、アジア経済は、中国が消費刺

激策を背景に、大幅に伸びており、消費者マインドにも、改善が見られて景気回

復が鮮明になってまいりました。

当社グループが関連する事務機器業界におきましては、景気低迷の影響で設備

投資の抑制や、経費削減が進み、国内外の需要は、大幅に落ち込んでおります。

このため大判型プリンタも、従来のモノクロ機から高速カラープリンタの販売に

重点を置いて、新規顧客の開拓や、既存顧客への買替え需要の喚起を促し，需要

の拡大に努めてまいりましたが、国内外とも総じて低調に推移いたしました。

このような状況下で当社グループは、大判型プリンタのカラー化、ネットワー

ク化、ソリューション化を行ない、製品の特長を生かした販売戦略を展開して、

多様化する市場のニーズに対応してまいりました。また、今年度は販売体制の見

直しを重点的に行ない、平成21年5月、フランス国内のエンドユーザーに対する直

接販売を強化し、更に保守体制を充実させる目的で、Editions Solutions &

Systemes SAを買収いたしました。また、国内では、平成21年8月に当社国内営業

部と、販売子会社株式会社ケイアイピーの営業部門を統合して、製造と販売の一

元化により、顧客の求める商品を迅速に供給できる販売体制を構築いたしました。

このように当社グループとしては販売体制の強化を図り、積極的な活動を展開

いたしましたが、国内外の企業の新規設備投資は乏しく、設備やソフトウエア投

資も生産能力拡大のためではなく、多くは既存設備のメンテナンスにとどまって

― 1 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2010年06月09日 01時47分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.20 20100222_01）



　

おりました。この結果、当連結会計年度の売上高は113億39百万円で、前連結会計

年度に比して28.5％の減収となりました。

また、利益面では、大幅な売上の減少、国内外での企業間競争の激化による製

品価格の下落、為替相場の円高等の影響で、当連結会計年度の営業損失は16億8百

万円（前連結会計年度の営業利益は11億83百万円）、当期純損失は16億77百万円

（前連結会計年度の当期純利益は1億46百万円）となりました。

　 事業別の状況は、次のとおりであります。

　 ① 複写機事業

複写機事業につきましては、前連結会計年度から販売を開始した大判型カラ

ープリンタ KIP Color 80 がヨーロッパ市場で多様化する顧客ニーズに対応でき

る商品として順調に推移いたしました。しかし、普及型プリンタ KIP 3100 は

アメリカ市場で、設備投資の抑制の影響を受けて、大幅な落ち込みとなり、当

連結会計年度の売上高は112億17百万円で、前連結会計年度に比して、28.8％の

減収となりました。

　 ② その他事業

その他事業は、マイクロモーターを中心とした事業展開でありますが、新規

顧客のニーズに合わせたモーター開発を個別に行ない、販路の拡大に努めまし

た。この結果、当連結会計年度の売上高は1億22百万円で前連結会計年度に比し

て27.6％の増収となりました。

　2. 設備投資の状況

当連結会計年度において実施した企業集団の設備投資の総額は1億59百万円

で、その主なものは、製品の生産設備用金型として、1億11百万円であります。

なお、当連結会計年度の設備投資の所要資金は自己資金で賄っております。

　3. 資金調達の状況

当連結会計年度においては、重要な資金調達はありません。
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　4. 財産及び損益の状況

(単位：百万円)

期 別
項 目

第62期
平成19年３月期

第63期
平成20年３月期

第64期
平成21年３月期

第65期
平成22年３月期
(当連結会計年度)

売 上 高 20,849 20,930 15,860 11,339

経 常 利 益 3,001 2,428 1,094 △1,620

当 期 純 利 益 1,625 1,243 146 △1,677

１株当たり当期純利益 106円06銭 81円17銭 9円59銭 △109円50銭

総 資 産 24,328 23,836 21,627 19,615

純 資 産 18,682 19,446 17,919 16,225

(注) 1. 第62期において経常利益、当期純利益が増加しました主な理由は、多機能デジタルプリン
タKIP3000の販路拡大に伴う、売上の増加によるものであります。

2. 第63期において経常利益、当期純利益が減少しました主な理由は、アメリカ市場を中心に
販売を展開しているために、急激な円高ドル安の影響を受け、大幅な為替差損が発生した
ためであります。

3. 第64期において経常利益、当期純利益が減少しました主な理由は、国内外の需要の冷え込
みにより、普及型プリンタの販売が大幅に減少したためであります。

4. 当連結会計年度の状況につきましては、前記「1.事業の経過及び成果」に記載のとおりで
あります。

5. △は、損失を示しております。

　5. 対処すべき課題

今後の日本経済は、回復基調のもっとも早い、アジア諸国向け輸出が増加し、

輸出拡大の恩恵が内需にも波及して緩やかな回復局面に入っていくと予想され

ますが、金融政策の転換による景気の腰折れや、急激な金融市場の変動、原油

等資源価格の上昇などの景気下振れリスクを抱えて、経営環境は当面厳しい状

況が続くと思われます。

当社グループは、開発・生産・販売などの多岐にわたる戦略の見直しを行な

い、価格競争力のある製品を市場に提供して、業容の拡大と、より強固な収益

基盤の構築を目指して邁進する所存であります。

株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご理解とご支援を賜りま

すようにお願い申し上げます。
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　6. 重要な子会社の状況

名 称 所 在 地 資 本 金 出資比率 主要な事業内容

台湾三桂股份有限公司 台 湾 省 桃 園 縣 50,000千台湾元 100.0％
大判型デジタルプリ
ンタ・大判型複写機
の製造・販売

株式会社ケイアイピー 東 京 都 大 田 区 200,000千円 100.0％
大判型デジタルプリ
ンタ・大判型複写機
の保守・販売

KIP America, Inc. Michigan U.S.A. 2,521千米ドル 100.0％
大判型デジタルプリ
ンタ・大判型複写機
の販売

KIP Europe Holding SA Courtaboeuf France 7,480,000ユーロ 100.0％
大判型デジタルプリ
ンタ・大判型複写機
の販売

KIP Business Solution
Korea Ltd.

Seoul Korea 800,000千ウォン 100.0％
大判型デジタルプリ
ンタ・大判型複写機
の販売

　7. 主要な事業内容

事 業 別 主 要 な 製 品

複 写 機 事 業 大判型デジタルプリンタ

大判型複写機

そ の 他 事 業 電装用モーター

　8. 主要な営業所及び工場

名 称 所 在 地

本 店 東京都大田区

下 丸 子 本 社 東京都大田区

中 条 工 場 新潟県胎内市
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　9. 従業員の状況

事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減(△)

複 写 機 522名 20名

そ の 他 2名 △1名

全 社 （ 共 　 通 ) 57名 14名

合 計 581名 33名

(注) 1. 従業員数は就業人員数であります。
2. 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部

門に所属しているものであります。

 10. 主要な借入先

　 該当ございません。
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Ⅱ　会社の株式に関する事項
1. 発行可能株式総数 48,275千株 (単元株式数1,000株)

2. 発行済株式の総数 15,525千株

3. 株主数 726名

4. 大株主（上位10名）

株 主 名 持株数(千株) 持株比率(％)

株 式 会 社 三 桂 製 作 所 5,170 33.7

渡 邉 正 礼 1,496 9.8

三 桂 興 産 株 式 会 社 671 4.4

池 田 公 子 602 3.9

湯 藤 大 惠 子 602 3.9

篠 原 美 枝 子 584 3.8

柳 澤 二 郎 560 3.7

モルガンスタンレーアンドカンパニーインク 488 3.2

渡 邉 恒 子 439 2.9

ザ バンク オブ ニューヨーク ノントリーティー ジャスデツク アカウント 385 2.5

(注) 持株比率は、自己株式（201,678株）を控除して計算しております。
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Ⅲ　会社役員に関する事項
　1. 取締役及び監査役の状況

会社の 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

社 長
(代表取 締 役)

渡 邉 正 礼

株式会社ケイアイピー 代表取締役社長
桂新電機株式会社 代表取締役社長
台湾三桂股份有限公司 董事長
KIP America,Inc. 取締役会長
KIP Business Solution Korea Ltd. 代表取締役社長

常 務 取 締 役 野 田 信 隆 技術開発推進本部長

常 務 取 締 役 松 本 茂 弘 経理部長

常 務 取 締 役 朝 倉 敬 一 (事 務 機 事 業
モーター事業) 本部長

取 締 役 森 田 洋 一 システム管理部長

取 締 役 太 田 譲 二 (総 務
法 務) 部長

取 締 役 佐 合 有 司 営業統括本部長

取 締 役 嶋 崎 壽 夫 特殊機器開発本部長

取 締 役 橘 高 英 治 技術開発推進副本部長

常 勤 監 査 役 濱 村 一 夫

監 査 役 池 田 隆 株式会社三桂製作所 代表取締役社長

監 査 役 谷 澤 裕 人 株式会社三桂製作所 常務取締役

(注) 監査役池田 隆氏及び谷澤裕人氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　2. 取締役及び監査役の報酬等の総額

人 数 報酬等の総額

取 締 役 ９名 87,715千円

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

３名
( ２名)

6,650千円
(1,200千円)

合 計 12名 94,365千円

(注) 1.取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2.上記報酬等の額には、役員退職慰労引当金の当期増加額（取締役9,960千円、監査役900千円
（うち社外150千円））が含まれております。
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　3. 社外役員に関する事項

　 (1) 取締役

　 該当ございません。

　 (2) 監査役 池 田 隆

　 ⅰ．重要な兼職先と当社との関係

監査役池田 隆氏は、株式会社三桂製作所の代表取締役社長であります。

なお、同社は当社の大株主であり、当社は同社より建物を賃借しておりま

す。

　 ⅱ．特定関係事業者との関係

　 該当ございません。

　 ⅲ．当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の大半の取締役会及び監査役会に出席いたしました。取締

役会ならびに監査役会においては、必要に応じ、議案審議等に関して適宜

発言を行っております。

　 ⅳ．責任限定契約の内容の概要

　 該当ございません。

　 (3) 監査役 谷 澤 裕 人

　 ⅰ．重要な兼職先と当社との関係

監査役谷澤 裕人氏は、株式会社三桂製作所の常務取締役であります。な

お、同社は当社の大株主であり、当社は同社より建物を賃借しております。

　 ⅱ．特定関係事業者との関係

　 該当ございません。

　 ⅲ．当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の大半の取締役会及び監査役会に出席いたしました。取締

役会ならびに監査役会においては、必要に応じ、議案審議等に関して適宜

発言を行っております。

　 ⅳ．責任限定契約の内容の概要

　 該当ございません。
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Ⅳ　会計監査人に関する事項
　1. 会計監査人の名称

　 有限責任監査法人 トーマツ

　2. 会計監査人の報酬等の額

支 払 額

① 当社が支払うべき報酬等の額 32,000千円

② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 32,000千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商
品取引法上の監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、かつ、実質的にも区別できないこ
とから、上記①の金額はこれらの合計額を記載しております。

　3. 非監査業務の内容

　当社は、会計監査人に対して公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務を委

託しておりません。

　4. 子会社の監査の状況

　当社の子会社のうち、台湾三桂股份有限公司、KIP America,Inc.、KIP Europe

Holding SA、KIP UK Ltd.、SCP Software GmbH.の在外連結子会社は、当社の会計監

査人以外の監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者）の

監査 (会社法または金融商品取引法に相当する外国の法令に基づく監査）を受け

ております。

　5. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主

総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　なお、監査役会は、会計監査人の継続監査年数等を勘案しまして、再任もしく

は不再任の決定を行います。

― 9 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2010年06月09日 01時47分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.20 20100222_01）



　

Ⅴ　業務の適正を確保するための体制
1. 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

(1) 当社は、法令等の遵守体制の根幹となる行動規範を定め、当社取締役及び従

業員が当社の事業活動のあらゆる面において法令を遵守し、かつ実践するよう

に周知徹底する。

(2) また、その徹底を図るため、内部監査室により、監査役と協同して、法令遵

守への取り組みを横断的に統括することとし、必要に応じ委員会等を設置して

これにあたる。

(3) 内部監査室は、全社的な内部統制システムの整備方針及び計画を策定し、取

締役と共にそれを実行し、また監査役と連携の上、社内の法令遵守の状況を監

督する。

　2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、当社保有の情報資産を適切に保護するための必要な方策を定め、法令

及び文書管理規程等に基づき、取締役会議事録、稟議書、その他重要な会議の議

事録等、取締役の職務の執行に係る情報を、文書または電磁的媒体に記録し、保

存し、管理する。かかる情報の保存及び管理は、別段の定めなき限り、原則とし

て総務部長がこれを担う。

　3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 損失の危険の管理（以下「リスク管理」という。）の基本方針は取締役会で決

定する。取締役及び従業員は、経営環境、法令遵守、災害、品質、情報セキュ

リティ、個人情報の管理等、当社の経営に重要な影響を及ぼすリスクに対し、

必要な体制、規程、マニュアル、ガイドライン等を整備し、リスクの低減に努

める。

(2) リスク管理は全社を通じて体系的に行い、主要なリスクは継続的に監視し、

かつ定期的に検証することのほか、発生したリスクに関しては、適法、適切か

つ迅速に対処する。

　また、新たに生じたリスクを発見した場合には速やかに取締役会及び監査役

会に報告する。

　報告を受けた取締役会は速やかに対応責任者となる取締役を定め、必要に応

じ、当該リスクに対する対策委員会を設置する。

(3) 法令遵守を含めた統括的なリスクの監視及び対応は、内部監査室がその責に

おいて行い、日常的業務のリスク管理は、当該リスクの発生可能部署の部門長

の監視下において行う。
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　4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、取締役会は、

経営の基本方針を定め、全社的な経営戦略の立案、中期計画及び年度計画を策

定すると共に、各部門の業務執行状況を監督する。

(2) 経営の基本方針、戦略、計画等に基づき管轄部門の管理目標及び方策を定め、

目標達成のためにその実行を図る。また、当該目標が当初計画どおりに進捗し

ているか定期的管理を行う。

(3) 取締役会は、毎月１回以上定期的に開催するほか、適宜必要に応じて臨時に

開催するものとし、取締役会規程により定められている事項については、取締

役会に付議し、または稟議規程に基づき稟議により決裁を得ることを遵守する。

5. 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 当社及びその子会社は、経営の独立性を保持し、法令等に照らして、適法、

適正な企業活動を行うものとし、相互間の取引等について、その公正性、透明

性を確保するための体制を整備する。

(2) 関係会社管理規程に基づき、各子会社を担当する統括責任部門を定め、当企

業集団の適法、適正な管理を行い、また、子会社の内部統制システムの構築、

整備を図り、当社及び子会社間の内部統制に関する協議、情報の共有、指示、

伝達等が効率的に行われる体制を構築する。

6. 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従

業員に関する事項

　監査役は、その職務を補助すべき従業員として、内部監査室、または監査役が

必要と認める部署に、監査業務を補助するための専任または兼任の担当者を置く

こととしております。

　7. 前号の従業員の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の監査業務を補助する従業員は、当該監査業務に関して監査役の指揮命

令に従い、各部担当役員または管理者の指揮命令を受けない。
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8. 取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に

関する体制

　取締役または従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、会社の経営に重

大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、リスク管理に関する重要な事項、

重大な法令違反、定款違反、法遵守に関わる内部情報の状況及び内容、その他法

遵守上重要な事項を速やかに報告する。報告する事項及びその方法については、

取締役会と監査役会との協議によるものとする。

　9. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役３名が常勤監査役１名及び社外監査役２名で構成される。監査役は、取

締役会ほか重要な会議に常時出席し、取締役の職務執行に対して厳格な監督を行

い、主要な稟議書及びその業務執行に関する重要な書類を閲覧し、必要に応じて

取締役にその説明を求める。なお、監査役は、当社の会計監査人である有限責任

監査法人トーマツから会計監査内容について説明を受けると共に、情報の交換を

行うなど連携を図っております。

(注) 本事業報告に記載の金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成22年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 12,435,227 流 動 負 債 2,634,074

現 金 及 び 預 金 4,800,239 支払手形及び買掛金 1,422,384

受取手形及び売掛金 2,366,095 未 払 法 人 税 等 15,771

有 価 証 券 1,348,384 繰 延 税 金 負 債 34,384

商 品 及 び 製 品 1,654,440 賞 与 引 当 金 128,013

仕 掛 品 332,064 設備関係支払手形及び未払金 24,592

原材料及び貯蔵品 1,590,350 そ の 他 1,008,927

繰 延 税 金 資 産 72,300

そ の 他 396,609 固 定 負 債 756,572

貸 倒 引 当 金 △125,257 繰 延 税 金 負 債 112,623

固 定 資 産 7,180,433 退 職 給 付 引 当 金 275,393

有 形 固 定 資 産 1,739,505 役員退職慰労引当金 191,710

建 物 及 び 構 築 物 808,611 そ の 他 176,845

機械装置及び運搬具 27,269

工 具 器 具 備 品 372,880

土 地 511,757 負 債 合 計 3,390,647

そ の 他 18,986 (純 資 産 の 部)

無 形 固 定 資 産 1,114,909 株 主 資 本 17,453,604

ソ フ ト ウ エ ア 85,421 資 本 金 4,651,750

の れ ん 772,749 資 本 剰 余 金 4,759,500

そ の 他 256,738 利 益 剰 余 金 8,155,577

投資その他の資産 4,326,019 自 己 株 式 △113,223

投 資 有 価 証 券 3,291,342 評価・換算差額等 △1,228,590

繰 延 税 金 資 産 108,222 その他有価証券評価差額金 4,000

賃 貸 用 不 動 産 172,282 為替換算調整勘定 △1,232,591

そ の 他 780,471

貸 倒 引 当 金 △1,400

投 資 損 失 引 当 金 △24,899 純 資 産 合 計 16,225,013

資 産 合 計 19,615,661 負債・純資産合計 19,615,661
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連 結 損 益 計 算 書

（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 11,339,725

売 上 原 価 8,709,231

売 上 総 利 益 2,630,493

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,238,812

営 業 損 失 (△) △1,608,319

営 業 外 収 益

受 取 利 息 39,602

受 取 配 当 金 3,763

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 23,335

不 動 産 賃 貸 収 入 44,787

雑 収 入 82,533 194,022

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5,406

不 動 産 賃 貸 費 用 34,057

為 替 差 損 140,849

雑 損 失 25,547 205,861

経 常 損 失 (△) △1,620,157

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 32 32

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 242

固 定 資 産 除 却 損 4,364

投 資 有 価 証 券 評 価 損 464

特 別 退 職 金 13,162 18,233

税金等調整前当期純損失 (△) △1,638,358

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 53,295

法 人 税 等 調 整 額 △13,750 39,544

当 期 純 損 失 (△) △1,677,902
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連結株主資本等変動計算書

（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年３月31日残高 4,651,750 4,759,500 9,948,406 △113,201 19,246,454

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △114,925 △114,925

当 期 純 損 失 (△) △1,677,902 △1,677,902

自 己 株 式 の 取 得 △21 △21

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 ― ― △1,792,828 △21 △1,792,849

平成22年３月31日残高 4,651,750 4,759,500 8,155,577 △113,223 17,453,604

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成21年３月31日残高 1,716 △1,328,389 △1,326,672 17,919,781

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △114,925

当 期 純 損 失 (△) △1,677,902

自 己 株 式 の 取 得 △21

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

2,283 95,798 98,081 98,081

連結会計年度中の変動額合計 2,283 95,798 98,081 △1,694,767

平成22年３月31日残高 4,000 △1,232,591 △1,228,590 16,225,013
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Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

　1. 連結の範囲に関する事項

　 (1) 連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 　９社

主要な連結子会社の名称 台湾三桂股份有限公司

株式会社ケイアイピー

KIP America, Inc.

KIP Europe Holding SA

KIP UK Ltd.

KIP Deutschland GmbH.

KIP Europe SAS

SCP Software GmbH.
　 (2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社 桂新電機株式会社

KIP Business Solution Korea Ltd.

　 (連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、いずれも小規模であり、その総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計

算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しておりま

す。

　2. 持分法の適用に関する事項

　 (1) 持分法適用の関連会社の数及び名称

持分法適用の関連会社数 １社

持分法適用の関連会社の名称 KIP (HONG KONG) LTD.

　 (2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称 桂新電機株式会社

KIP Business Solution Korea Ltd.

　(持分法を適用していない理由)

持分法を適用していない非連結子会社である桂新電機株式会社、KIP

Business Solution Korea Ltd.は、その当期純損益の持分相当額及び利益剰余

金等の持分相当額の連結計算書類に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の

適用範囲から除外しております。
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　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社である台湾三桂股份有限公司、KIP America, Inc.、KIP Europe

Holding SA、KIP UK Ltd.、KIP Deutschland GmbH.、KIP Europe SAS、及び SCP

Software GmbH. 他１社の決算日は12月31日であります。

当連結会計年度の連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計算書類を使

用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を

行っております。

　4. 会計処理基準に関する事項

　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

　 その他有価証券

　 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法

　 ② デリバティブ

　 原則として時価法

　 ③ たな卸資産

商品・貯蔵品

当社及び国内連結子会社は最終仕入法による原価法（連結貸借対照表価

額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）、在外子会社は

最終仕入法による原価法

製品

当社及び国内連結子会社は先入先出法による原価法（連結貸借対照表価

額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）、在外子会社は

主として先入先出法による低価法

仕掛品

当社及び国内連結子会社は先入先出法による原価法（連結貸借対照表価

額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）、在外子会社は

先入先出法による原価法

原材料

当社及び国内連結子会社は総平均法による原価法（連結貸借対照表価額

は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）、在外子会社は総

平均法による原価法
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　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産(リース資産を除く)

　 当社及び国内連結子会社は、

　 建物（附属設備は除く）

　 (イ)平成10年３月31日以前に取得したもの

　 旧定率法によっております。

　 (ロ)平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの

　 旧定額法によっております。

　 (ハ)平成19年４月１日以降に取得したもの

　 定額法によっております。

　 建物以外

　 (イ)平成19年３月31日以前に取得したもの

　 旧定率法によっております。

　 (ロ)平成19年４月１日以降に取得したもの

　 定率法によっております。

　 在外子会社は定額法を採用しております。

　 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～50年

機械装置及び運搬具 ５年～７年

工具器具備品 ２年～10年

また、当社及び国内連結子会社は、平成19年３月31日以前に取得したもの

については、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で備忘価

額まで均等償却する方法によっております。

　 ② 無形固定資産(リース資産を除く)

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用し、市場販売目的のソフトウエアについては３年の

定額法で償却しております。

顧客リスト(無形固定資産その他)は20年間で均等償却しております。

　 ③ 賃貸用不動産

　 平成10年３月31日以前に取得したもの

　 旧定率法によっております。

なお、主な耐用年数は50年であります。

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額

まで償却が終了した翌年から５年間で備忘価額まで均等償却する方法によ

っております。
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　 ④ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取

引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

当社及び国内連結子会社は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。な

お、在外連結子会社は個別に必要と認めた金額を計上しております。

　 ② 投資損失引当金

子会社等への投資損失に備えるため、当該子会社等の財政状態等を勘案し、

その必要額を計上しております。

　 ③ 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負

担すべき額を計上しております。

　 ④ 退職給付引当金

当社及び連結子会社の一部は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

(会計方針の変更)

当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正(その３)」

（企業会計基準第19号 平成20年7月31日）を適用しております。

なお、これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失に与え

る影響はありません。

　 ⑤ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。
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　 (4) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 ① 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。ただし、為替予約の振当処理の

対象となっている外貨建金銭債権債務は、当該為替予約相場により円貨に

換算しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、在外連結子

会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用はそれぞ

れ期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替

換算調整勘定に含めております。

　 ② ヘッジ会計の方法

　 (イ)ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建売上債権について振当処理を行っており

ます。

　 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ヘッジ手段 為替予約取引

　 ヘッジ対象 外貨建売上債権

　 (ハ)ヘッジ方針

為替変動リスクに備え相場変動を相殺する目的でヘッジ取引を行ってお

ります。

　 (ニ)ヘッジ有効性の評価方法

同一通貨建てによる同一金額で同一期日の為替予約に限定しているため、

その後の為替相場の変動による相関関係は確保されております。

　 ③ 消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用してお

ります。

　6. のれんの償却に関する事項

のれんは、５年間で均等償却しております。
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Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

　1. 固定資産の減価償却累計額

　有形固定資産 5,171,509千円

　投資その他の資産（賃貸用不動産) 351,332千円

　2. 輸出手形割引高 19,360千円

　

Ⅲ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

　普通株式 15,525,000株

　2. 配当に関する事項

　 (1) 配当金支払額

① 配当金の総額 114,925千円

② １株当たり配当額 7.5円

③ 基準日 平成21年３月31日

④ 効力発生日 平成21年６月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

　 該当ございません。
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Ⅳ．金融商品に関する注記

(追加情報)

当連結会計年度より「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20

年３月10日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準

適用指針第19号平成20年３月10日）を適用しております。

① 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。

資金運用については短期的な預金等に限定しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、売掛債権管理規程に沿ってリ

スク低減を図っております。また、投資有価証券の内、上場株式については四

半期ごとに時価の把握を行っています。

② 金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価

及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(１)現金及び預金 4,800,239 4,800,239 ―

(２)受取手形及び売掛金 2,366,095 2,366,095 ―

(３)投資有価証券
その他有価証券

94,479 94,479 ―

(４)支払手形及び買掛金 (1,422,384) (1,422,384) ―

（*）負債に計上されているものについては、( )で示しております。

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(１)現金及び預金、並びに(２)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(３)投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(４)支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。
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(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区          分 連結貸借対照表計上額

マ ネ ー ・ マ ネ ー ジ メ ン ト ・ フ ァ ン ド 347,899

リ ザ ー ブ ・ フ ァ ン ド 1,000,484

早期償還条件付ユーロ円建リバースフローター債 1,500,000

早 期 償 還 条 件 付 ユ ー ロ 円 建 債 1,000,000

クーポン参照型・円建コーラブル逆フローター債 500,000

時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、市場価格がなく、時価

を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象とはしており

ません。
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Ⅴ．退職給付に関する注記

　1. 採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度

を設けており、在外子会社の一部は、確定給付型の制度及び確定拠出型の制度

を設けております。

また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職

給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

　2. 退職給付債務に関する事項（平成22年３月31日現在）

イ．退職給付債務 △1,336,125千円

ロ．年金資産 805,006千円

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △531,120千円

ニ．未認識数理計算上の差異 255,727千円

ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ） △275,393千円

　3. 退職給付費用に関する事項（自平成21年４月１日至平成22年３月31日）

イ．勤務費用 60,774千円

ロ．利息費用 27,484千円

ハ．期待運用収益 △21,591千円

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 54,610千円

ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 121,278千円

　4. 退職給付債務の計算基礎

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ．割引率 2.0％

ハ．期待運用収益率 3.0％

ニ．数理計算上の差異の処理年数 10年

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,058円84銭

１株当たり当期純損失(△) △109円50銭

(注) 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及びそれらの
注記の記載金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

(平成22年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 7,608,424 流 動 負 債 1,911,678

現 金 及 び 預 金 1,712,489 支 払 手 形 648,556

受 取 手 形 125,022 買 掛 金 911,639

売 掛 金 2,587,278 未 払 金 114,973

有 価 証 券 1,348,384 未 払 法 人 税 等 14,141

製 品 92,490 賞 与 引 当 金 118,263

仕 掛 品 319,172 設備関係支払手形 15,429

原材料及び貯蔵品 664,044 設 備 未 払 金 7,207

未 収 入 金 670,136 そ の 他 81,466

そ の 他 89,406 固 定 負 債 449,196

固 定 資 産 7,879,723 繰 延 税 金 負 債 13,272

有 形 固 定 資 産 1,388,221 退 職 給 付 引 当 金 180,769

建 物 745,740 役員退職慰労引当金 187,790

構 築 物 16,863 預 り 保 証 金 67,364

機 械 装 置 14,776 負 債 合 計 2,360,874

車 両 運 搬 具 4,393 (純資産の部)

工 具 器 具 備 品 104,947 株 主 資 本 13,123,273

土 地 501,500 資 本 金 4,651,750

無 形 固 定 資 産 34,289 資 本 剰 余 金 4,759,500

ソ フ ト ウ エ ア 32,085 資 本 準 備 金 4,759,500

電 話 加 入 権 2,204 利 益 剰 余 金 3,825,246

投資その他の資産 6,457,212 利 益 準 備 金 312,000

投 資 有 価 証 券 3,094,479 その他利益剰余金 3,513,246

関 係 会 社 株 式 2,611,993 建物圧縮記帳積立金 27,416

賃 貸 用 不 動 産 172,282 別 途 積 立 金 4,950,000

敷 金 562,050 繰越利益剰余金 △1,464,170

そ の 他 42,704 自 己 株 式 △113,223

貸 倒 引 当 金 △1,400 評価・換算差額等 4,000

投 資 損 失 引 当 金 △24,899 その他有価証券評価差額金 4,000

純 資 産 合 計 13,127,273

資 産 合 計 15,488,147 負債・純資産合計 15,488,147
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損 益 計 算 書

（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 5,627,462

売 上 原 価 6,046,130

売 上 総 損 失 (△) △418,667

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 940,597

営 業 損 失 (△) △1,359,264

営 業 外 収 益

受 取 利 息 22,303

受 取 配 当 金 7,081

不 動 産 賃 貸 収 入 72,224

雑 収 入 35,984 137,593

営 業 外 費 用

不 動 産 賃 貸 費 用 52,488

為 替 差 損 180,262

雑 損 失 92 232,843

経 常 損 失 (△) △1,454,514

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,050

関 係 会 社 株 式 売 却 損 40,962

投 資 有 価 証 券 評 価 損 464

特 別 退 職 金 13,162 58,639

税 引 前 当 期 純 損 失 (△) △1,513,154

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,671

法 人 税 等 調 整 額 △6,260 4,410

当 期 純 損 失 (△) △1,517,565
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株主資本等変動計算書

（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準備金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利 益
剰余金
合 計

建物圧縮
記 帳
積 立 金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰余金

平成21年３月31日残高 4,651,750 4,759,500 4,759,500 312,000 28,708 5,550,000 △432,971 5,457,736 △113,201 14,755,785

事業年度中の変動額

建物圧縮記帳
積立金の取崩額

△1,291 1,291 ― ―

別途積立金の取崩額 △600,000 600,000 ― ―

剰余金の配当 △114,925 △114,925 △114,925

当期純損失(△) △1,517,565 △1,517,565 △1,517,565

自己株式の取得 ― △21 △21

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額（純額)

― ―

事業年度中の
変 動 額 合 計

― ― ― ― △1,291 △600,000 △1,031,198 △1,632,490 △21 △1,632,511

平成22年３月31日残高 4,651,750 4,759,500 4,759,500 312,000 27,416 4,950,000 △1,464,170 3,825,246 △113,223 13,123,273

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成21年３月31日残高 1,716 1,716 14,757,501

事業年度中の変動額

建 物 圧 縮 記 帳
積 立 金 の 取 崩 額

―

別 途 積 立 金 の 取 崩 ―

剰 余 金 の 配 当 △114,925

当 期 純 損 失 (△) △1,517,565

自 己 株 式 の 取 得 △21

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額)

2,283 2,283 2,283

事業年度中の変動額合計 2,283 2,283 △1,630,228

平成22年３月31日残高 4,000 4,000 13,127,273
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　1. 資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券

　 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)

　 時価のないもの 移動平均法による原価法

　 (2) デリバティブ

　 原則として時価法

　 (3) たな卸資産

製品・仕掛品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定）

原材料

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）

貯蔵品

最終仕入法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定）

　2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（附属設備は除く）

①平成10年３月31日以前に取得したもの

　旧定率法によっております。

②平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得

したもの

　旧定額法によっております。

③平成19年４月１日以降に取得したもの

　定額法によっております。

― 28 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2010年06月09日 01時47分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.20 20100222_01）



　

建物以外

①平成19年３月31日以前に取得したもの

　旧定率法によっております。

②平成19年４月１日以降に取得したもの

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建 物

　機 械 装 置

　工具器具備品

３年～50年

７年

２年～10年

また、平成19年３月31日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から

５年間で備忘価額まで均等償却する方法によってお

ります。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し、市場販

売目的のソフトウエアについては３年の定額法で償却

しております。
(3) 賃貸用不動産 平成10年３月31日以前に取得したもの

　旧定率法によっております。

なお、主な耐用年数は50年であります。

また、平成19年３月31日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年

間で備忘価額まで均等償却する方法によっております。

(4) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会

計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。
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　3. 引当金の計上基準

　 (1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

　 (2) 投資損失引当金

子会社等への投資損失に備えるため、当該子会社等の財政状態等を勘案し、

その必要額を計上しております。

　 (3) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべ

き額を計上しております。

　 (4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しております。

なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(会計方針の変更)

当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正(その３)」（企業会

計基準第19号 平成20年7月31日）を適用しております。

なお、これによる営業損失、経常損失及び税引前当期純損失に与える影響は

ありません。

　 (5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

　4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 (1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。ただし、為替予約の振当処理の対象とな

っている外貨建金銭債権債務は、当該為替予約相場により円貨に換算してお

ります。
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　 (2) ヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建売上債権について振当処理を行っておりま

す。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ヘッジ手段 為替予約取引

　 ヘッジ対象 外貨建売上債権

　 ③ ヘッジ方針

為替変動リスクに備え相場変動を相殺する目的でヘッジ取引を行っており

ます。

　 ④ ヘッジ有効性の評価方法

同一通貨建てによる同一金額で同一期日の為替予約に限定しているため、

その後の為替相場の変動による相関関係は確保されております。

　 (3) 消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記

　1. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 2,880,760千円

長期金銭債権 600,669千円

短期金銭債務 255,485千円

長期金銭債務 47,124千円

　2. 固定資産の減価償却累計額

有形固定資産 3,846,774千円

投資その他の資産(賃貸用不動産) 351,332千円

3. 輸出手形割引高 19,360千円

Ⅲ．損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

　 営業取引による取引高

売 上 高 3,839,219千円

仕 入 高 2,210,441千円

材料有償支給高 1,060,917千円

支 払 家 賃 等 225,360千円

そ の 他 128,679千円

　 営業取引以外の取引による取引高

不動産賃貸収入 45,209千円

受 取 利 息 5,665千円

受 取 配 当 金 3,318千円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

　 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普 通 株 式 201,678株
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Ⅴ．税効果会計に関する注記

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 (1) 流 動 の 部

　 繰延税金資産

賞与引当金 47,884千円

未払費用 10,829千円

未払事業所税 1,867千円

たな卸資産 70,871千円

一括償却資産損金算入限度超過額 283千円

小 計 131,736千円

評価性引当額 △131,736千円

繰 延 税 金 資 産 計 ― 千円

　 (2) 固 定 の 部

　 繰延税金資産

一括償却資産損金算入限度超過額 1,289千円

投資有価証券評価損 92,710千円

ゴルフ会員権評価損 5,355千円

貸倒引当金繰入限度超過額 566千円

退職給付引当金 73,193千円

役員退職慰労引当金 76,036千円

減損損失 5,819千円

投資損失引当金 10,081千円

繰越欠損金 892,629千円

建物圧縮記帳積立金取崩額 5,381千円

その他 5,208千円

小 計 1,168,274千円

評価性引当額 △1,162,892千円

繰 延 税 金 資 産 計 5,381千円

　 繰延税金負債

建物圧縮記帳積立金 18,654千円

繰 延 税 金 負 債 計 18,654千円

繰延税金資産との相殺 △5,381千円

差引繰延税金負債の純額 13,272千円
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Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部について

は、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

　1. 親会社及び法人主要株主等

(単位：千円)

属性 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の
関係会社

株式会社
三桂製作所

(被所有)
直接33.7％

建物の賃貸
工場建物の
賃貸（注）

222,144 ― ―

役員の兼任 敷金の支払 ― 敷金 561,069

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費

税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 工場建物の賃貸については、不動産鑑定士の鑑定結果を参考にして交渉

により決定しております。

　2. 子会社及び関連会社等

(単位：千円)

属性 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社

台湾三桂股份
有限公司

所有
直接100.0％

当社製品の
製造及び販売

役員の兼任

原材料の有
償支給(注)

1,068,428 未収入金 667,047

当社製品の
仕入(注)

1,938,376 買掛金 161,223

KIP America,
Inc.

所有
直接100.0％

当社製品の販売
役員の兼任

当社製品の
販売(注)

1,941,967 売掛金 835,739

KIP Europe
Holding SA

所有
直接100.0％

当社製品の販売
役員の兼任

当社製品の
販売(注)

1,075,590 売掛金 1,115,412

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費

税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に当社が希望価格を提示し、

価格交渉により決定しております。
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Ⅷ．退職給付に係る注記

　1. 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職

給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

　2. 退職給付債務に関する事項（平成22年３月31日現在）

イ．退職給付債務 △1,095,708千円

ロ．年金資産 681,418千円

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △414,289千円

ニ．未認識数理計算上の差異 233,520千円

ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ） △180,769千円

　3. 退職給付費用に関する事項（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）

イ．勤務費用 50,441千円

ロ．利息費用 19,340千円

ハ．期待運用収益 △15,313千円

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 40,821千円

ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 95,290千円

　4. 退職給付債務の計算基礎

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ．割引率 2.0％

ハ．期待運用収益率 3.0％

ニ．数理計算上の差異の処理年数 10年

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 856円69銭

１株当たり当期純損失(△) △99円04銭

(注) 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及びそれらの注記の記載金
額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株 主 メ モ

事 業 年 度 ４月１日～翌年３月31日

定 時 株 主 総 会 ６月下旬

同総会議決権行使
株 主 確 定 日

３月31日

期 末 配 当 金 受 領
株 主 確 定 日

３月31日

中 間 配 当 金 受 領
株 主 確 定 日

中間配当を行う場合は９月30日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 場 所
〒100-8212 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

(電話お問合せ
郵便物送付先)

〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部
電話 0120－232－711 （通話料無料）

上 場 証 券 取 引 所 大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）

公 告 方 法

電子公告により、
当社ホームページ http://www.kiphq.co.jp/ に掲載いたします。
ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由
が生じたときは、日本経済新聞に掲載いたします。

単 元 株 式 数 1,000株

(ご注意)

１．株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を

開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座

を開設されている証券会社等にお問合わせください。株主名簿管理人（三菱ＵＦ

Ｊ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

２．特別口座に記載された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信

託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三

菱ＵＦＪ信託銀行）にお問合わせください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支

店にてもお取次ぎいたします。

３．未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいたしま

す。
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